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第２節 指定給水装置工事事業者 

 

 

１ 指定給水装置工事事業者制度 

給水装置は，管理者の配水管と直結して設けられるものであり，その中の水は，管理者

が配水した水と一体のものである。従って，仮に給水装置の構造・材質が不適切であれば，

水道の利用者は安全で良質な水道水の供給を受けられなくなり，公衆衛生上の大きな被害

が生ずるおそれがある。 

そのため，給水装置工事の技術力を確保することは非常に重要である。  

指定給水装置工事事業者制度は，指定給水工事業者の責任施工を前提としている。責任

施工の確保には，指定給水工事業者の施行する全ての工事に主任技術者が直接各々の職場

を担当する体制が備わっていることが必要であり，管理者は指定給水工事業者に対し，主

任技術者の常時雇用を義務付けている。 

 

２ 指定給水工事業者の責務 

指定給水工事業者は，指定給水工事業者の施行範囲，施行方法及び手続き等について本

市が条例及び施行規程等で定めた事項に従い，誠実に給水装置工事を施行しなければなら

ない。このことは，指定給水装置工事事業者制度の趣旨からして当然のことである。  

また，「誠実施行義務」とは，指定給水工事業者の責任施工を前提としたものであり，

単に条例，規程等及び管理者の指示に従い工事を施行しなければならないということにと

どまらず，具体的及び直接的に管理者の指示がなくとも市民の要望を満たす工事を施行し

なければならないという専門家としての誠意をも含むものである。  

 

３ 主任技術者の役割 

主任技術者は，施行令第 5 条に規定する「給水装置の構造及び材質の基準」に適合して

いる製品を使用し，かつ，発注者が望む給水装置工事を完成させるために，工事現場の状

況，工事内容，工事内容に応じて必要となる工種及びその技術的な難易度，関係機関等と

の間の調整と手続きなどを熟知していなければならない。 

また，給水装置工事に従事する従業員等に対して給水装置工事に関する技術的な指導監

督を十分に行うとともに，給水装置工事の適正を確保するための技術の要として役割を果

たさなければならない。 

 

４ 配管技能者等の配置 

指定給水工事業者は，施行規則第 36 条第 2 号及び指定給水工事業者規定第 12 条第 2

号に基づき，配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口か

ら水道メーターまでの工事を施行する場合において，当該配水管及び他の地下埋設物に変

形，破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を

有する者を従事させ，又はその者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させなければ
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ならない。 

なお，技能を有する者とは，次の条件に該当する者とする。 

⑴ 旧鹿児島市水道局指定工事店規程（昭和 52 年水道局規程第 17 号）の規定により

平成 10 年 3 月 31 日に登録されていた配管技術者 

⑵ 公益財団法人給水工事技術振興財団（以下財団という。）が実施した給水装置工

事配管技能者講習の修了者，又は財団が実施する給水装置工事配管技能検定会の

合格者 

⑶ 財団に設置されている給水装置工事配管技能者認定協議会から給水装置工事配

管技能者認定証の交付を受けた者  

⑷ 社団法人日本水道協会（以下協会という。）が実施する配水管工技能講習の修了

者，又は協会の配水管技能者名簿に登録されている者 

⑸ 配水用ポリエチレンパイプシステム協会（POLITEC）が主催する技術講習会の

受講修了者 

⑹ その他管理者が上記と同等又は同等以上の技能を有する者と認めた者  

上記配管技能者等の施工範囲は，（表 1‐1）に示す。 

 

５ 給水装置工事記録の保存 

指定給水工事業者は，指定給水工事業者規程 12 条第 6 項に基づき，施行した給水装置

工事の施主の氏名又は名称，施工場所，施工年月日，その工事の技術上の管理を行った主

任技術者の氏名，竣工図，使用した材料のリストと数量，工程ごとの構造・材質基準への

適合性確認の方法及びその結果，竣工検査の結果についての記録を整備し，3 年間保存し

なければならない。 

この記録については特に様式が定められているものではない。従って，管理者に給水装

置工事の施行を申請したときに用いた申請書に記録として残すべき事項が記載されてい

れば，その写しを記録として保存することもできる。また，電子記録を活用することもで

きるので，事務の遂行に最も都合がよい方法で記録を作成して保存すればよい。  

この記録の作成は，施工した給水装置工事について指名された主任技術者に行わせるこ

とになるが，主任技術者の指導・監督のもとで他の従業員が行ってもよい。 

主任技術者は，上記以外に，個別の給水装置工事ごとに，その調査段階で得られた技術

的情報，施工計画の作成に当たって特に留意した点，配管上特に工夫したこと，工事従事

者の氏名，工程ごとの構造・材質基準への適合に関して講じた確認・改善作業の概要など

を記録に止めておくこと。 

主任技術者は，給水装置工事を施行する際に生じた技術的な疑問点などについては，そ

れが構造・材質基準に適合させるために解決することが必要な事項ではないとしても，で

きるだけ早く確認したうえで，工事の技術力の向上に活用していくこと。  
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表 1‐1 配管技能者等による施工範囲 

資 格 等 名 称 

Ａ：分岐・穿孔工事 Ｂ：配管工事 
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鹿児島市水道局 ： 旧配管技術者 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

給水工事技術振興財団 ： 配管技能者 

○ ○ ○ ○  ○  ○  
給水装置工事配管技能者講習の修了者 

又は給水装置工事配管技能検定会の合格者  

 給水装置工事配管技能者認定協議会の認定者  

日本水道協会 ： 配水管技能者 

配水管工技能講習修了者又は配水管技能者名簿登録者 
    ○    

配水用ポリエチレンパイプシステム協会

（POLITEC） ： 技術講習会の受講修了者 
  ○    ○  

※ その他管理者が上記と同等又は同等以上の  

  技能を有する者と認めた者 

      鋳鉄管 ：ＤＩＰ等 

      樹脂管 ：ＰＮ，ＨＩＶＰ等 

      配ポリ管：ＰＥＰ 

      鋼 管 ：ＳＶＢ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配水管 

水道メーター 

メーター上流側（１次側） 

   Ｂ 

メーター下流側（２次側） 

凡 例 

A：分岐・穿孔工事 

B：配水管への取付口からメーターまでの給水装置工事 

  （穿孔工事は含まない） 

 

取付口の分岐 

Ａ（分岐・穿孔工事） 

給水管（引込管） 

給 水 装 置 

施工範囲図 
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